
平成２７年度

菊陽町下水道事業会計予算書

熊本県菊池郡菊陽町





  （総　　則）
第　１　条　　平成２７年度菊陽町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

  （業務の予定量）
第　２　条　　業務の予定量は、次のとおりとする。

　（１）水洗化戸数

　（２）年間有収水量

　（３）一日平均処理水量

　（４）主な建設改良費 公共下水道施設整備費　 農業集落排水施設整備費

（農業集落排水事業）

平成２７年度菊陽町下水道事業会計予算

６，３８９，５０３ 

１７，５０５ 

（公共下水道事業）

１５，１２９戸 ２３６戸

７２，２７０ 

１９８ 

８，５７２千円４１４，２９７千円
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  （収益的収入及び支出）
第　３　条　　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　第　１　款 事業収益 千円

　　第　１　項 　営業収益 千円

　　第　２　項 　営業外収益 千円

　　第　３　項 　特別利益 千円

　第　１　款 事業費用 千円

　　第　１　項 　営業費用 千円

　　第　２　項 　営業外費用 千円

　　第　３　項 　特別損失 千円

　　第　４　項 　予備費 千円

８８３,７２２

５０５,０６６

収　　　　　入

１,３８８,７８９

１

１,３６３,８６８

１,１４９,９３３

２０３,９３４

支　　　　　出

１

１０,０００
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  （資本的収入及び支出）

　第　１　款 資本的収入 千円

　　第　１　項 　企業債 千円

　　第　２　項 　出資金 千円

　　第　３　項 　負担金 千円

　　第　４　項 　補助金 千円

　　第　５　項 　交付金 千円

　　第　７　項 　その他資本的収入 千円

　第　１　款 資本的支出 千円

　　第　１　項 　建設改良費 千円

　　第　２　項 　企業債償還金 千円

　　第　３　項 　投資 千円

　　第　４　項 　予備費 千円

１０２

２,２００

第　４　条　　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額
　３５７，６７１千円は、過年度損益勘定留保資金１，２２２千円、当年度損益勘定留保資金３２０，１２１千円、繰越利
　益剰余金処分額２０，３２７千円及び当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整額１６，００１千円で補填するものと
　する。）

１２２,６６３

４０,８２１

１５６,０００

１,０１３

８,９１４

６０５,０１１

支　　　　　出

収　　　　　入

６７２,５１１

３４３,１００

１,０３０,１８２

４２２,８６９

- 3 -



  （企業債）

第　５　条　　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

  （一時借入金）
第　６　条　　一時借入金の限度額は、５００，０００千円と定める。

  （予定支出の各項の経費の金額の流用）

第　７　条　　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における営業費用及び営業外費用の間の流用額 １０，０００千円

流域関連公共下水道事業分

下水道事業債（特別措置分）

４６,９００

（ただし、利率見直し方
式で借り入れる政府資金
及び地方公共団体金融機
構資金について、利率の
見直しを行なった後にお
いては当該見直し後の利
率）

流域下水道事業分

償還の方法

１６９,９００

５９,２００

　４０年以内（据置期間５年以内
半年賦元利均等償還又は半年賦元金
均等償還）

５％以内

資本費平準化債 ６７,１００

証書借入
又は
証券発行

　ただし、企業財政その他の都合に
より、据置期間及び償還期間を短縮
し、又は繰上償還若しくは、低利債
に借り換えることができる。

起債の目的 限度額（千円） 起債の方法 利率

計 ３４３,１００
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  （議会の議決を経なければ流用することができない経費）

第 ８ 条　　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその

　経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　　職員給与費 千円

  （他会計からの補助金）

第 ９ 条　　一般会計からこの会計への補助を受ける額は、１８７，０８４千円である。

  （利益剰余金の処分）

第１０条　　繰越利益剰余金のうち２０，３２７千円は、次のとおり処分するものと定める。

　　（１）　減債積立金　　　　　　　　 　　　　　２０，３２７千円

平成２７年３月３日　提出

菊陽町長 後　藤　三　雄

５２,２７３
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付　　属　　書　　類
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収　　入 （単位：千円）

款 項 目 予定額 備　　考

1 事業収益 1,388,789

１．営業収益 883,722

１．下水道使用料 732,770 委託徴収分、直接徴収分

２．他会計負担金 145,008 一般会計繰入金（雨水処理負担金）

４．その他営業収益 5,944 維持管理負担金（熊本市、合志市）等

２．営業外収益 505,066

１．受取利息及び配当金 100 基金利息

２．他会計補助金 146,263 一般会計繰入金（汚水処理、資本費分）

４．長期前受金戻入 358,529 長期前受金収益化額

６．雑　収　益 174 償還利子分負担金（合志市）、延滞金、過料

３．特別利益 1

２．過年度損益修正益 1 科目保存

1,388,789

平成２７年度　菊陽町下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　入　合　計
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支　　出 （単位：千円）

款 項 目 予定額 備　　考

1 事業費用 1,363,868

１．営 業 費 用 1,149,933

１．管渠費 323,758 汚水及び雨水処理施設等の維持管理に要する経費

２．ポンプ場費 18,563 汚水中継ポンプ場の維持管理に要する経費

３．セミコンテクノパーク
　　維持管理費

75,122
セミコンテクノパーク内の汚水処理施設の維持管理に
要する経費

４．処理場費 9,119 白水浄化センターの維持管理に要する経費

５．総係費 44,116 事業全体の運営、管理に要する経費

６．減価償却費 679,255 固定資産償却費

２．営業外費用 203,934

１．支払利息 195,550 企業債利息

３．消費税及び地方消費税 8,383 消費税及び地方消費税納付金

４．雑支出 1 科目保存

３．特 別 損 失 1

４．過年度損益修正損 1 科目保存

４．予  備  費 10,000

１．予  備  費 10,000

1,363,868支　出　合　計
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収　　入 （単位：千円）

款 項 目 予定額 備　　考

１資本的収入 672,511

１．企業債 343,100

１．企業債 343,100 企業債借入金

２．出資金 122,663

１．出資金 122,663 一般会計出資金（繰入基準内企業債償還元金）

３．負担金 8,914

１．他会計負担金 1,600 一般会計繰入金（雨水整備事業負担金）

２．受益者負担金 7,314 受益者負担金

４．補助金 40,821

３．他会計補助金 40,821 一般会計繰入金（汚水整備事業・老朽管対策分）

５．交付金 156,000

１．交付金 156,000 社会資本整備総合交付金、農山漁村地域整備交付金

７．その他資本的 1,013

　　収入 １．その他資本的収入 1,013 企業債償還金負担金（合志市）

672,511

資本的収入及び支出

収　入　合　計
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支　　出 （単位：千円）

款 項 目 予定額 備　　考

１資本的支出 1,030,182

１．建設改良費 422,869

１．施設費 422,869
汚水・雨水整備事業、老朽管対策事業
白水地区農業集落排水事業

２．企業債償還金 605,011

１．企業債償還金 605,011
公共下水道事業590,146千円
農業集落排水事業14,865千円

３．投資 102

１．投資 102 基金利子

４．予備費 2,200

１．予備費 2,200

1,030,182支　出　合　計
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（単位：円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当期純利益 19,949,497

　　　減価償却費 679,255,000

　　　貸倒引当金増減額（△は減少） 0

　　　賞与･法定福利費引当金増減額（△は減少） 240,604

　　　長期前受金戻入 △ 358,529,000

　　　受取利息及び受取配当金 △ 100,000

　　　支払利息 195,550,000

　　　固定資産除却損 0

　　　未収金の増減額（△は増加） △ 3,394,749

　　　棚卸資産増減額（△は増加） 0

　　　未払金増減額（△は減少） △ 1,994,020

　　　その他 △ 13,668,811

　　　　　小計 517,308,521

　　　利息及び配当金の受取額 100,000

　　　利息の支払額 △ 195,550,000

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 321,858,521

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出（建設改良費） △ 396,711,153

　　　無形固定資産の取得による支出（建設改良費） △ 43,812,037

　　　基金積立 △ 102,000

　　　交付金による収入 184,342,500

　　　受益者負担金・分担金による収入 7,717,355

　　　他会計負担金・補助金による収入 42,421,000

　　　その他資本的収入 1,013,000

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 205,131,335

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　企業債の発行による収入 345,400,000

　　　企業債の償還による支出 △ 605,008,594

　　　他会計出資金の受入 122,663,000

　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 136,945,594

４　資金増減額 △ 20,218,408

５　資金期首残高 34,138,100

６　資金期末残高 13,919,692

平成２７年度予定キャッシュフロー計算書（間接法）
（平成27年4月1日～平成28年3月31日）

-
 
1
2
 
-



給　与　費　明　細　書
（１）総括 （単位：千円）

（２）給料及び職員手当等の増減額の明細
（単位：千円）

区　　分
職員数（人） 給　　与　　費

本
年
度

損益勘定
支弁職員

4

一般職 報酬 給料
法定福利費

特別職 手当等

8,463

賃金
合計

計

27,691

合　計

23,260 4,43114,797

資本勘定
支弁職員

4 4,027 24,582

15,503 43,815 8,458 52,2738

7,040 20,555

28,312

13,515

3,658

損益勘定
支弁職員

4 22,243 4,138

12,949

7,796

23,428

合　計 8 26,547

6,821 19,770

26,381

資本勘定
支弁職員

49,809

比

較

損益勘定
支弁職員

1,199

42,013

293

前
年
度

13,598

15,466

8,645

4

369

1,310

資本勘定
支弁職員

566

△ 182 1,017

662

1,154

合　計 1,765

219 785

児童
手当

2,464

職
員
手
当
等
の
内
訳

区分
期末
手当

勤勉
手当

時間外
手当

37 1,802

扶養
手当

通勤
手当

住居
手当

678 403

管理職
手当

本年度 6,680 3,855 1,789 1,092 406 600

300

用地交渉
手当

日直
手当

比較 △ 524 80 △ 40 174

地域
手当

3,775 1,829 918 394前年度 7,204 648 398

300

区分 増減額 増減事由別内訳 備考

12 30 5

給料 1,765

給与改定に伴う増減分 390

昇給期間短縮に伴う増加分 ―

その他の増減分 828 人事異動による

普通昇級に伴う増加分 547

その他の増減分 △ 333

期末手当　△558
勤勉手当　△215
時間外手当 △40
扶養手当　  174
通勤手当　 △27
住居手当　   30
管理職手当  　3
児童手当　  300

職員手当等 37

制度改正に伴う増減分 370

-
 
1
3
 
-



（３）給料及び手当の状況

ア　職員一人当たり給与

イ　初任給

ウ　級別職員数

区　　　　　　分 企　　業　　職

平成27年4月1日

平均給料月額　　（円） 294,917

平均給与月額　　（円） 346,667

平均年齢　　　　（歳） 36.6

技能労務職（円）

平成26年4月1日

平均給料月額　　（円） 276,531

平均給与月額　　（円） 323,271

平均年齢　　　　（歳） 34.8

短期大学卒 155,248 154,800

区分
企業職（一般行政
職）（円）

企業職（技能労務
職）（円）

国の制度

一般行政職（円）

174,705 174,200

139,904 142,100 －
一般職

高校卒 142,512

区分
企業職

級 職員数（人） 構成比（％）

行政職 大学卒

平成27年4月1日現在

1　級 3 37.5

2　級

3　級 3 37.5

4　級 1 12.5

5　級 1 12.5

2 25.0

6　級

計 8 100

12.5

6　級

平成26年4月1日現在

1　級 3 37.5

2　級 1 12.5

3　級

4　級 1 12.5

計 8 100

5　級 1

-
 
1
4
 
-



エ　昇給

比率　（Ｂ）／（Ａ）　　　（％） 100 100

６号給　（人）
号給数別内訳

４号給　（人） 8 8

３号給　（人）

比率　（Ｂ）／（Ａ）　　　（％） 100 100

8 8

前
年
度

職員数　　　　　　（A）　　（人） 8 8

昇給にかかる職員数（B）　　（人）

８号給　（人）

８号給　（人）

号給数別内訳

２号給　（人）

４号給　（人） 8 8

６号給　（人）

技能労務職

本
年
度

職員数　　　　　　（A）　　（人） 8 8

昇給にかかる職員数（B）　　（人） 8 8

6　級

職　務

主事・技
師・保育
士・保健師
の職務

相当高度な
知識経験を
必要とする
業務を行う
主事・技
師・保育
士・保健師
の職務

係長・園
長・参事・
主査の職務

課長・室
長・局長・
支所長・所
長・館長の
職務、課長
補佐の職務
及びその職
務内容等が
これと同程
度のものと
して長が規
則で定める
職の職務

総務課長・
総合政策課
長の職務及
びその職務
内容等がこ
れと同程度
のものとし
て長が規則
で定める職
の職務

部長の職務
及びその職
務内容等が
これと同程
度のものと
して長が規
則で定める
職の職務

5　級区　分 1　級 2　級 3　級 4　級

区分 合計
代表的な職種

一般行政職

-
 
1
5
 
-



オ　期末手当・勤勉手当

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

キ　地域手当

ク　特殊勤務手当

ケ　その他の手当

住居手当 同

通勤手当 同

代表的な特殊勤務手当の名称 用地交渉

区分 国の制度との異同 差異の内容

扶養手当 同

給料総額に対する比率（％）

支給対象職員の比率（％）
（平成２７年４月１日現在）

国の指定基準に基づく支給率（％） 20.0

区分 全職種
代表的な職種

行政職

支給対象地域 1級地

支給率（％） 18.0

支給対象職員数（人）

国の制度
(支給率等)

25.55625 34.5825 49.59 49.59
定年前早期退職
特例措置（45％
以内加算）

支給率等 25.55625 34.5825 49.59 49.59
定年前早期退職
特例措置（45％
以内加算）

備考
（月分） （月分） （月分） （月分） 加算措置等

区分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度 その他の

国の制度 1.975 2.125 4.10

前年度 1.90 2.05 3.95
３級　    　１００分の５

４級・５級　１００分の１０

６級　    　１００分の１５

2.125 4.10
３級　    　１００分の５

４級・５級　１００分の１０

６級　    　１００分の１５

区分
支給期別支給率 支給率計

（月分）
職制上の段階、職務の級等によ

る加算措置
備考

６月（月分） １２月（月分）

本年度 1.975

-
 
1
6
 
-



（平成26年 4月 1日から平成27年 3月31日まで）

円 円 円

1         営業収益            

(1)       下水道使用料        

(2)       他会計負担金        

(3)       その他営業収益       

2         営業費用            

(1)       管渠費           

(2)       ポンプ場費         

(3)       

(4)       処理場費         

(5) 総係費           

(6) 減価償却費         

(7) 資産減耗費

営業利益

3         営業外収益           

(1)       受取利息及び配当金     

(2)       他会計補助金        

(3) 長期前受金戻入

(4) 雑収益           

4         営業外費用           

(1)       支払利息          

(2)       補助金           

(3)       雑支出           

経常利益

5 特別利益

(1)       過年度損益修正益

6 特別損失

(1)       過年度損益修正損

(2) 貸倒引当金繰入額

(3) 手当

(4) 法定福利費

当年度純利益

前年度繰越利益剰余金

その他未処分利益剰余金変動額

当年度未処分利益剰余金

271,000 6,343,000 △6,342,000

270,957,254

4,535,000

1,536,000

1,000

1,000 1,000

3,000,000 1,123,956,419

△291,253,197

472,025 528,308,025

359,495,000

675,904,552

323,288,361

6,897,626

12,072,918 221,446,918 306,861,107

15,607,910

9,265,910

43,065,197

209,194,000

180,000

155,000

168,186,000

112,754,552

47,077,770

261,906,810

16,415,109

セミコンテクノパーク維持管理費

平成２６年度菊陽町下水道事業予定損益計算書

680,099,074

145,535,000

7,069,148 832,703,222

-
 
1
7
 
-



円 円 円 円

1 固定資産
(1) 有形固定資産

イ土地 1,721,444,479
ロ建物 145,338,561

減価償却累計額 29,423,785 115,914,776
ハ構築物 22,406,262,981

減価償却累計額 1,645,456,397 20,760,806,584
ニ機械及び装置 762,490,613

減価償却累計額 198,014,198 564,476,415
ホ車両運搬具 1,593,727

減価償却累計額 767,988 825,739
ヘ工具器具及び備品 2,328,473

減価償却累計額 835,040 1,493,433
ト建設仮勘定 39,774,319

有形固定資産合計 23,204,735,745
(2) 無形固定資産

イ施設利用権 898,605,341
無形固定資産合計 898,605,341

(3) 投資その他資産
イ基金 172,728,722

投資合計 172,728,722
固定資産合計 24,276,069,808

2 流動資産
(1) 現金預金

イ預金 34,138,100 34,138,100
(2) 未収金

イ営業未収金 73,218,438
ロ営業外未収金 0
ハその他未収金 28,657,640
ニ貸倒引当金 △ 4,421,000 97,455,078

(3) 貯蔵品 178,260 178,260
流動資産合計 131,771,438
資産合計 24,407,841,246

平成２６年度菊陽町下水道事業予定貸借対照表
（平成２７年３月３１日）

資　　産　　の　　部

-
 
1
8
 
-



円 円 円

3 固定負債
(1) 企業債

イ 8,110,481,598 8,110,481,598

固定負債合計 8,110,481,598

4 流動負債
(1) 一時借入金 0
(2) 企業債

イ 605,008,594 605,008,594

(3) 未払金
イ営業未払金 17,968,920
ロ営業外未払金 2,754,300
ハその他未払金 40,946,000 61,669,220

(4) 引当金
イ賞与引当金 3,216,000
ロ法定福利費引当金 567,000 3,783,000

(5) その他流動負債
イ預り金 10,318,670 10,318,670

流動負債合計 680,779,484

5 繰延収益
(1) 長期前受金 13,486,231,529
(2) 長期前受金収益化累計額 △ 1,076,755,824

繰延収益合計 12,409,475,705
負債合計 21,200,736,787

円 円 円

6 資本金
(1) 自己資本金

イ固有資本金 1,730,278,773
ロ繰入資本金 113,660,000
ハ組入資本金 45,102,985 1,889,041,758

資本金合計 1,889,041,758

7 剰余金
(1) 資本剰余金

イ国庫補助金 836,648,992
ロ受贈財産評価額 32,673,869
ハその他資本剰余金 2,809,888

資本剰余金合計 872,132,749
(2) 利益剰余金

イ減債積立金 0
ロ利益積立金 0
ハ建設改良積立金 122,641,591
ニ当年度未処分利益剰余金 323,288,361

･その他未処分利益剰余金変動額 (270,957,254)
･繰越利益剰余金 (43,065,197)
･当年度純利益 (9,265,910)

利益剰余金合計 445,929,952
剰余金合計 1,318,062,701
資本合計 3,207,104,459
負債資本合計 24,407,841,246

資　　本　　の　　部

建設改良等の財源に
充てるための企業債

建設改良等の財源に
充てるための企業債

負　　債　　の　　部

-
 
1
9
 
-



円 円 円 円

1 固定資産
(1) 有形固定資産

イ土地 1,721,444,479
ロ建物 145,338,561

減価償却累計額 37,205,785 108,132,776
ハ構築物 22,777,228,135

減価償却累計額 2,205,578,397 20,571,649,738
ニ機械及び装置 762,490,613

減価償却累計額 257,420,198 505,070,415
ホ車両運搬具 1,593,727

減価償却累計額 989,988 603,739
ヘ工具器具及び備品 2,328,473

減価償却累計額 1,098,040 1,230,433
ト建設仮勘定 24,644,318

有形固定資産合計 22,932,775,898
(2) 無形固定資産

イ施設利用権 890,957,378
無形固定資産合計 890,957,378

(3) 投資その他資産
イ基金 172,830,722

投資合計 172,830,722
固定資産合計 23,996,563,998

2 流動資産
(1) 現金預金

イ預金 13,919,692 13,919,692
(2) 未収金

イ営業未収金 76,170,187
ロ営業外未収金 443,000
ハその他未収金 2,286,785
ニ貸倒引当金 △ 4,421,000 74,478,972

(3) 貯蔵品 178,260 178,260
流動資産合計 88,576,924
資産合計 24,085,140,922

平成２７年度菊陽町下水道事業予定貸借対照表
（平成２８年３月３１日）

資　　産　　の　　部

-
 
2
0
 
-



円 円 円

3 固定負債
(1) 企業債

イ 7,850,699,052 7,850,699,052

固定負債合計 7,850,699,052

4 流動負債
(1) 一時借入金 0
(2) 企業債

イ 605,182,546 605,182,546

(3) 未払金
イ営業未払金 18,608,300
ロ営業外未払金 120,900
ハその他未払金 70,000 18,799,200

(4) 引当金
イ賞与引当金 3,401,056
ロ法定福利費引当金 622,548 4,023,604

(5) その他流動負債
イ預り金 10,318,670 10,318,670

流動負債合計 638,324,020

5 繰延収益
(1) 長期前受金 13,680,728,273
(2) 長期前受金収益化累計額 △ 1,435,284,824

繰延収益合計 12,245,443,449
負債合計 20,734,466,521

円 円 円

6 資本金
(1) 自己資本金

イ固有資本金 1,730,278,773
ロ繰入資本金 236,323,000
ハ組入資本金 45,102,985 2,011,704,758

資本金合計 2,011,704,758

7 剰余金
(1) 資本剰余金

イ国庫補助金 836,648,992
ロ受贈財産評価額 32,673,869
ハその他資本剰余金 3,767,333

資本剰余金合計 873,090,194
(2) 利益剰余金

イ減債積立金 0
ロ利益積立金 0
ハ建設改良積立金 122,641,591
ニ当年度未処分利益剰余金 343,237,858

･その他未処分利益剰余金変動額 (306,867,984)
･繰越利益剰余金 (16,420,377)
･当年度純利益 (19,949,497)

利益剰余金合計 465,879,449
剰余金合計 1,338,969,643
資本合計 3,350,674,401
負債資本合計 24,085,140,922

資　　本　　の　　部

建設改良等の財源に
充てるための企業債

建設改良等の財源に
充てるための企業債

負　　債　　の　　部

-
 
2
1
 
-



１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）固定資産の減価償却方法
イ．有形固定資産

　・定額法

　・耐用年数
　　　建物　　　８～３７年
　　　構築物　　１０～５０年
　　　機械及び装置　　６～３５年
　　　車両運搬具　　４～６年
　　　工具器具及び備品　　４～８年

ロ．無形固定資産

　・定額法

　・耐用年数
　　　施設利用権　　　３５年

（２）引当金の計上基準
イ．貸倒引当金

ロ．退職給与引当金

ハ．賞与引当金及び法定福利費引当金

（３）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２．予定貸借対照表に関する注記

（１）企業債の償還に係る他会計の負担

（２）みなし償却制度の廃止に伴う経過措置

　貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものも含む）のうち「下水
道に対する繰出基準」に基づき、企業債の償還に要する資金の一部を一般会計が負担する
と見込まれる額は次のとおりである。
　平成２６年度　２，８７８，９３５千円
　平成２７年度　２，７９０，１８３千円

貸借対照表等に関する注記

　　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上して
　いる。

　  職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することになっているため、退職給与
　引当金は計上していない。

　　職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、事
　業年度末における支給見込額に基づき、事業年度の負担に属する額を計上している。

　平成２６年３月３１日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に
資本剰余金として整理している額については、平成２６年３月３１日以前に取得又は改良
した資産と補助金等との対応関係を個別的に把握し整理している。

-
 
2
2
 
-



３．セグメント情報に関する注記
（１）報告セグメントの概要

イ．報告セグメントの決定方法

ロ．各報告セグメントの事業内容は次のとおりである。

事業区分

公共下水道事業

農業集落排水事業

（２）各報告セグメントの営業収益等
イ．平成２６年度開始（平成２６年４月１日）

（単位：円）

事業区分 公共下水道 農業集落排水事業 合計

セグメント資産 23,926,779,917 898,611,413 24,825,391,330

セグメント負債 21,064,984,213 677,166,402 21,742,150,615

ロ． 平成２６年度予定（平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日）
（単位：円）

事業区分 公共下水道 農業集落排水事業 合計

営業収益 825,125,370 7,577,852 832,703,222

営業費用 1,082,969,226 40,987,193 1,123,956,419

営業損益 △ 257,843,856 △ 33,409,341 △ 291,253,197

経常損益 22,587,108 △ 6,979,198 15,607,910

セグメント資産 23,527,632,698 880,208,548 24,407,841,246

セグメント負債 20,534,995,052 665,741,735 21,200,736,787

その他の項目

他会計繰入金 297,009,000 16,712,000 313,721,000

減価償却費 646,131,647 29,772,905 675,904,552

特別利益 1,000 0 1,000

特別損失 6,343,000 0 6,343,000

ハ． 平成２６年度予定（平成２７年３月３１日）
（単位：円）

区分 公共下水道 農業集落排水事業 合計

当年度未処分利益剰余金 329,981,049 △ 6,692,688 323,288,361

その他未処分利益剰余
金変動額 262,460,052 8,497,202 270,957,254

繰越利益剰余金 51,275,889 △ 8,210,692 43,065,197

当年度純利益 16,245,108 △ 6,979,198 9,265,910

有形固定資産及び無形
固定資産の増加額

256,552,785 20,874,073 277,426,858

事業の内容

公共下水道事業の維持管理、汚水・雨水管渠の整備

農業集落排水事業の維持管理、汚水管渠の整備

　　　菊陽町下水道事業は、公共下水道、農業集落排水事業の２事業を運営しており、各
　　事業毎に運営方針等を決定していることから「公共下水道事業」及び「農業集落排水
　　事業」の２つを報告セグメントとしている。

-
 
2
3
 
-



ニ． 平成２７年度予定（平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日）
（単位：円）

事業区分 公共下水道 農業集落排水事業 合計

営業収益 821,786,889 7,218,593 829,005,482

営業費用 1,076,506,503 40,777,660 1,117,284,163

営業損益 △ 254,719,614 △ 33,559,067 △ 288,278,681

経常損益 18,554,400 1,395,097 19,949,497

セグメント資産 23,226,103,422 859,037,500 24,085,140,922

セグメント負債 20,091,290,931 643,175,590 20,734,466,521

その他の項目

他会計繰入金 266,099,000 25,172,000 291,271,000

減価償却費 649,337,000 29,918,000 679,255,000

特別利益 1,000 0 1,000

特別損失 1,000 0 1,000

ホ． 平成２７年度予定（平成２８年３月３１日）
（単位：円）

区分 公共下水道 農業集落排水事業 合計

当年度未処分利益剰余金 348,535,449 △ 5,297,591 343,237,858

その他未処分利益剰余
金変動額 298,370,782 8,497,202 306,867,984

繰越利益剰余金 31,610,267 △ 15,189,890 16,420,377

当年度純利益 18,554,400 1,395,097 19,949,497

４．その他の注記

（１）賞与引当金及び法定福利費引当金の取崩

有形固定資産及び無形
固定資産の増加額

432,586,155 7,937,035 440,523,190

　平成２７年度における職員の期末手当、勤勉手当の支給するため、及びこれに伴う法定
福利費を支払うため、賞与引当金３，２１６千円、法定福利費引当金５６７千円をそれぞ
れ取り崩す予定である。

-
 
2
4
 
-


